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働き方改革について
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●我が国は、
・少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少
・育児や介護との両立など、働く方のニーズの多様化

などの状況に直面しています。

●こうした中、投資やイノベーションによる生産性向上ととも
に、就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境を作
ることが重要な課題になっています。

「働き方改革」は、この課題の解決のため、働く方の置か
れた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実
現し、働く方一人一人がより良い将来の展望を持てるように
することを目指しています。
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① 残業時間の上限規制

②
月60時間超の残業の割増賃金率引上げ

▶ 中小企業で働く方にも適用（割増賃金率25%→50% 大企業はＨ22年度～）

③
年5日間の年次有給休暇の取得（企業に義務づけ）

▶ １人１年あたり5日間の年次有給休暇の取得を、企業に義務づけ

④
「フレックスタイム制」の拡充

▶ 労働時間の調整が可能な期間（清算期間）を延長（1か月→3か月）
▶ 子育て・介護しながらでも、より働きやすく

⑤

「高度プロフェッショナル制度」の創設
▶ 専門的な職業の方の自律的で創造的な働き方を選択可能に
▶ 前提として、働く方の健康を守る措置を義務化
▶ 対象を限定（賃金要件有、特定の高度専門職のみが対象）

➅
長時間労働者にかかる面接指導制度等の拡充

▶ 裁量労働制の適用対象者や管理監督者も含めた労働時間の把握
▶ 一部の業務従事者への面接指導の義務付け

⑦ 「勤務間インターバル」の導入（努力義務）

①～⑤労働基準法・⑥労働安全衛生法・⑦労働時間等設定改善法 改正
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①労働者が使用者に
取得希望時季を申出

労働者 使用者

②○月×日に年休が成立

①使用者が労働者に
取得時季の希望を聴取

②労働者の希望を踏ま
え 使用者が取得時季
を指定

そもそも、①の希望申出がしにくい
という状況がありました。

 我が国の年休取得率：48.7%

③○月×日に年休が成立

年次有給休暇の取得要件は、労働者が自ら時

季を指定して申し出することでした。

使用者が労働者の希望を聴き、希望を踏まえて

年次有給休暇の取得時季を指定。年５日の取得

を使用者に義務付け（※）。＜平成３1年４月１

日以後の年休基準日から改正法が適用＞

例 ｢○月×日に休みます」

例 ｢○月×日に休んでください」

（現行法） （改正法施行後）

労働者 使用者

※年次有給休暇の付与日数が10日以上（繰越日
数は含まない）の労働者が対象

働き方改革関連法（労働時間法制見直し部分）について
③年5日間の年次有給休暇の取得
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時間外労働（残業）、休日労働のきまり

時間外労働 休日労働

行わせる場合には

●必要な事項を労使で協定し
●事前に所轄の労働基準監督署長に
届け出ること

●36協定● 時間外労働・
休日労働が可能

36協定（サブロク協定）の届出が必要(労基法第36条)

36協定とは？
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長時間労働の是正等にかかる取り組み

【削減事例】

◆ 今まで採用対象
としていなかった
短時間・少日数勤
務者を採用し、シ
フトを埋める

◆ １人ができる仕事
の種類や幅をあらか
じめ増やしておくこ
とにより、繁忙部署
の応援等を円滑に行
いやすくする（急な
欠勤者等が出た場合
の代替要員確保にも
資する）
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滋賀労働局ベストプラクティス企業の取組例

滋賀労働局は、過労死等防止啓発月間である11月に過労死等につながる過重労働などへの対応として
「過重労働解消キャンペーン」を行っており、その取組の１つとして、長時間労働削減に向けた積極的な
取組を行っている企業を労働局長が訪問し、取組事例を収集し、 「ベストプラクティス」として、その取
組事例を地域に紹介している。 ★他の労働局の事例も含め「労働局 ベストプラクティス」で検索。
● 「古河ＡＳ株式会社」の取組
【取組１】：経営トップの意思を表明し、労働者の意識を改革
【取組２】：労働時間管理ルール（ガイドライン）を策定し、残業時間を削減
【取組３】：各種休暇制度を設けて、これらの取得を促進
【取組４】：働き方改革を経営戦略と位置付けて企業全体で取り組む
【取組５】：その他にも、プラチナくるみんの取得など、様々な取組を実施

●「社会福祉法人あいの土山福祉会エーデル土山」の取組
「トリプルゼロの推進」
【取組１】：残業ゼロ 残業OKの風土打破、帰りやすい環境作り、業務改善の随時実施

時間を意識した議論や情報共有、情報伝達の効率化、一斉出勤・一斉退社
【取組２】：腰痛ゼロ 抱えない介助の推進、安全衛生委員会・４S活動、腰に負担のか

かる業務の洗い出し、蓄積された負荷の軽減等、勤務制度の見直し
【取組３】：メンタル不調ゼロ 「トーキング」の実施、休みやすい環境の構築、暗黙

のルールの見直し、モラルハラスメント防止ブック

長時間労働の是正等にかかる取り組み 9



働き方改革推進支援センターについて

支援の対象となる方

全ての事業主の方がご利用いただけます。

○３６協定について詳しく知りたい

○非正規の方の待遇をよくしたい

○賃金引上げに活用できる国の支援制度を知りたい

○人手不足に対応するため、どのようししたらよいか

○助成金を利用したいがどのような助成金があるのか

働き方改革に向けて、特に中小企業・小規模事業者の方々が抱える様々な課題に対応するため、
ワンストップ相談窓口として「働き方改革推進支援センター」を設置しています。

このような悩みを持つ事業主の
方からのご連絡をお待ちしてい
ます。

支援の内容

（個別相談支援）

○窓口相談、電話、メール等による相談

○個別訪問による相談

○商工会議所等との連携による出張相談

滋賀働き方改革推進支援センター

０１２０－１００－２２７
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労働基準監督署による荷主等への要請について（トラック）

厚生労働省
省内HPにおいて情報収集

立入調査時に情報収集

※ 荷主への働きかけ等の実施に当たり、厚生
労働省から提供された情報も活用

労働基準監督署

発荷主

労働基準監督署による要請

▸ 荷主・元請運送事業者に対し、労働基準監督署から配慮を要請

【要請の内容】長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないよう努めること。

運送業務の発注担当者に改善基準告示（ドライバーの拘束時間等の規制）を周知すること。

▸ 対象企業選定にあたり、省内HPや立入調査時に収集した情報を活用 ⇒ 国土交通省にも情報提供

運送業者

荷主への要請（新規）

情報提供（拡充）

着荷主

国土交通省

法に基づく「働きかけ」等

働きかけに活用
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